
 ・割合（％）は、小数第２位を四捨五入して表示しています。

１　連結財務諸表とは

◆概念

◆連結財務諸表の構成

　次の財務諸表等を作成しています。
・連結貸借対照表
・連結行政コスト計算書
・連結純資産変動計算書
・注記
・附属明細表

◆連結財務諸表の対象範囲

※連結対象団体の範囲と連結方法は、P10「令和元年度　連結対象団体等について」をご覧
　ください。

令和元年度　大阪市連結財務諸表について

　地方公共団体の行政サービスが第三セクター等の関連団体によっても実施されている実態
を踏まえ、地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関連団体を連結し、一
つの行政サービス実施主体とみなして財政状態を明らかにすることを目的として作成してい
る財務諸表です。

　連結財務諸表は、下記のとおり、本市各会計に加え、本市が加入している全ての一部事務
組合・広域連合、本市が設立した全ての地方独立行政法人・地方公社、本市が一定割合以上
出資している第三セクター等を対象（※）とし、関連集団内の取引（投資と資本、貸付金と
借入金、繰入れと繰出しなど）を相殺しています。

　大阪市では、発生主義・複式簿記に加え、日々仕訳を採用した本格的な新公会計制度の運用
を平成27年4月より開始しています。これにより、従来の官庁会計では見えにくいストック情
報（資産・負債）やコスト情報（減価償却費など）をお知らせすることができるようになりま
した。
　この度、令和元年度決算に基づく連結財務諸表を作成しましたので公表します。

 ・金額は、原則として表示桁未満を四捨五入して表示していますので、表中の内訳と合計等が一致
    しない場合があります。

連結財務諸表

本市各会計[14]

一般会計

＋

特別会計 [13]

＋

連結対象団体[42]

一部事務組合 [4]

＋

広域連合 [2]

＋

地方独立行政法人 [5]

＋

地方公社 [1]

＋

第三セクター等 [30]

1



２　連結貸借対照表の概要

○資産・負債の構成

・貸借対照表は、貸借対照表日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び
　内訳）を表すものです。

・令和元年度末における資産総額は18兆5,615億円、負債総額は4兆5,151億円、
　資産から負債を差し引いた純資産は14兆464億円となっています。
（前年度との比較についてはP４～５、内訳等については「連結貸借対照表【概要版】」
　をご覧ください。）

資産総額 18兆5,615億円

負債総額 4兆5,151億円

令和2年3月31日現在

8,715億円

(19.3%)

(5.3%) 3兆6,436億円

(80.7%)

4兆5,151億円

(94.7%) 14兆   464億円

18兆5,615億円 18兆5,615億円

※下段（　）書きは資産・負債総額に対する割合

9,916億円

負債総額＋純資産資産総額(A)

負債総額(B)

負債

流動負債

資産

固定資産

流動資産

固定負債

純資産(A-B)

17兆5,699億円

【主な資産】

○インフラ資産
　主に道路、河川構造物、港湾施設など
　・土地　　6兆2,132億円
　・工作物　1兆8,447億円

○事業用資産
　主に公営住宅、学校、公園など
　・土地　　5兆4,564億円
　・建物　　1兆4,495億円

【主な負債】

○地方債等
　事業用資産、インフラ資産の整備など
　に関する地方債等
　・流動負債　　　8,715億円
　・固定負債 　3兆6,436億円

○退職手当引当金
　全ての職員が自己都合退職した場合の
　退職手当支給見込額

インフラ資産

8兆1,634億円

（44.0%）

事業用資産

7兆5,767億円

（40.8%）

基金

1兆 93億円

（5.4%）
その他

1兆8,121億円

（9.8%）

固定資産

17兆5,699億円

（94.7%）

流動資産

9,916億円

（5.3%）

地方債等

3兆3,632億円

（74.5%）

退職手当引当金

2,683億円

（5.9%）

その他

8,836億円

（19.6%）

固定負債

3兆6,436億円

（80.7%）

流動負債

8,715億円

（19.3%）
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○連結貸借対照表から分かること

【参考】事業用資産及びインフラ資産の減価償却の状況（有形固定資産）

・資産の部では、固定資産が総額の94.7％を占めています。
　固定資産には、主に公営住宅、学校、公園などの事業用資産と、主に道路、河川構造
　物（堤防等）、港湾施設（防潮堤等）などのインフラ資産があります。

　本市では早くからまちづくりに取り組んできたことから、市民生活に密着した事業用
   資産とまちづくりの基盤となるインフラ資産を多く保有しています。

　事業用資産、インフラ資産いずれも減価償却が進んでいるため、更新計画などの
　アセットマネジメント（資産管理）が重要となっています。

・負債の部では、事業用資産やインフラ資産の整備などに関する地方債等が、総額の
　74.5％を占めています。

・資産に対する負債の割合は一般会計と比べて高くなっています。
   　【連結】　　24.3％（負債 4兆5,151億円／資産 18兆5,615億円）
　　【一般会計】15.4％（負債 2兆3,088億円／資産 15兆     99億円）
　これは、水道事業、下水道事業など、主として企業債を原資に施設整備等を行う
　公営企業会計を連結したことなどによるものです。

年度 取得原価(A) 減価償却累計額(B) 割合(B/A)

令和元年度 4兆8,263億円 2兆7,196億円 56.3%

平成30年度 4兆7,990億円 2兆6,535億円 55.3%

平成29年度 5兆1,153億円 2兆6,725億円 52.2%

令和元年度 4兆　688億円 2兆1,526億円 52.9%

平成30年度 4兆　386億円 2兆　810億円 51.5%

平成29年度 4兆　139億円 2兆　175億円 50.3%

インフラ資産
（建物、工作物）

事業用資産
（建物、工作物等）
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○連結貸借対照表（前年度との比較）

【資産の部】

（単位：億円）

●流動資産
基金の増があるものの、未収金の減などにより、前年度比38億円減の9,916億円と

なりました。

●固定資産
建物及び工作物の減価償却による事業用資産及びインフラ資産の減などにより、

前年度比1,130億円減の17兆5,699億円となりました。

●資産総額
前年度比1,167億円減の18兆5,615億円となりました。

資産の部 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

流動資産 9,916 9,954 ▲ 38 ▲ 0.4%

現金預金 3,167 3,152 15 0.5%

未収金 754 992 ▲ 238 ▲ 24.0%

貸倒引当金 ▲ 205 ▲ 208 4 ▲ 1.8%

基金 3,380 3,235 145 4.5%

その他 2,819 2,784 36 1.3%

固定資産 175,699 176,829 ▲ 1,130 ▲ 0.6%

事業用資産 75,767 76,216 ▲ 449 ▲ 0.6%

インフラ資産 81,634 82,053 ▲ 419 ▲ 0.5%

重要物品 3,970 4,121 ▲ 151 ▲ 3.7%

基金 6,713 6,916 ▲ 203 ▲ 2.9%

その他 7,615 7,524 91 1.2%

資産の部合計 185,615 186,783 ▲ 1,167 ▲ 0.6%
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【負債及び純資産の部】
（単位：億円）

●流動負債
令和２年度に償還予定の地方債の減などがあるものの、出資法人における資金調達方法

の変更に伴うその他流動負債の増などにより、前年度比1,061億円増の8,715億円となり
ました。

●固定負債
出資法人における長期借入金の返済や、令和３年度以降に償還予定の地方債の減などに

より、前年度比3,608億円減の3兆6,436億円となりました。

●負債総額
前年度比2,546億円減の4兆5,151億円となりました。

●純資産総額
行政コスト計算書の当年度収支差額による累積余剰の増などにより前年度比

1,379億円増の14兆464億円となりました。

負債の部 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

流動負債 8,715 7,653 1,061 13.9%

地方債等 4,482 4,738 ▲ 257 ▲ 5.4%

短期借入金 542 518 24 4.7%

未払金 1,145 1,285 ▲ 141 ▲ 10.9%

その他 2,546 1,111 1,435 129.1%

固定負債 36,436 40,044 ▲ 3,608 9.0%

地方債等 29,150 30,856 ▲ 1,706 ▲ 5.5%

長期借入金 2,500 4,306 ▲ 1,806 ▲ 41.9%

退職手当引当金 2,683 2,781 ▲ 98 ▲ 3.5%

その他 2,102 2,101 2 0.1%

負債の部合計 45,151 47,697 ▲ 2,546 ▲ 5.3%

純資産の部 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

累積余剰 139,958 138,240 1,718 1.2%

評価・換算差額等 506 845 ▲ 339 ▲ 40.1%

純資産の部合計 140,464 139,086 1,379 1.0%

負債及び純資産の部合計 185,615 186,783 ▲ 1,167 ▲ 0.6%
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３　連結行政コスト計算書の概要

○経常費用・経常収益の構成

・行政コスト計算書は、一会計期間の行政サービスの提供に要した費用と、それに対応する
　収益を表すもので、現金支出を伴わない減価償却費等も費用として計上しています。

・令和元年度の経常収支差額は2,017億円であり、臨時的な損失や利益による特別収支差額
　▲180億円を加えた当年度収支差額は1,837億円となっています。
（前年度との比較についてはP８、内訳等については「連結行政コスト計算書【概要版】」
   をご覧ください。）

経常費用総額 2兆6,850億円

経常収益総額 2兆8,867億円

国・府支出金

9,601億円

（33.3%）

その他

6,766億円

（23.4%） 市税等

9,107億円

（31.5%）保険料等

3,393億円

（11.8%）

市税 7,779億円

譲与税･交付金 823億円

地方交付税 445億円

地方特例交付金 60億円

事業による営業収益など

保険料 1,340億円

保険事業にかかる

交付金 2,053億円

移転支出的な

コスト

1兆5,702億円

（58.5%）

物にかかる

コスト

5,511億円

（20.5%）

その他

1,582億円

（5.9%）

人にかかる

コスト

4,055億円

（15.1%）

自 平成31年4月1日  至 令和2年3月31日

経常費用(A) 2兆6,850億円 経常収益(B) 2兆8,867億円

2,017億円 ①

特別損失(C) 450億円 特別利益(D) 270億円

▲180億円 ②

1,837億円 ①＋②

　　　経常収支差額（Ｂ-Ａ） 

　　　特別収支差額（Ｄ-Ｃ） 

　　　当年度収支差額

【主な費用】

○移転支出的なコスト
　市民や他団体等の支出に対する
　給付・補助など
　・扶助費　　　　　5,679億円
　・負担金等　　1兆　　23億円

○物にかかるコスト
　公共施設の運営費や補修費など
　・物件費　　　　　2,468億円
　・減価償却費　　   2,257億円

○人にかかるコスト
　行政サービスを担う職員の給与など
　・給与関係費　　　3,686億円

【主な収益】

○市税等
　市民税、固定資産税、都市計画税
　などの市税や、地方譲与税、
　地方消費税交付金、地方交付税など

○国・府支出金
　国や府からの負担金など

○保険料等
　国民健康保険料、介護保険料、
　保険事業にかかる交付金など
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○連結行政コスト計算書から分かること

・経常費用では、市民や他団体等の支出に対する給付・補助などの「移転支出的なコス
　ト」、公共施設の運営費や補修費などの「物にかかるコスト」が、全体の79.0％を
　占めています。

　「移転支出的なコスト」には、生活保護費や障がい者自立支援給付費などの扶助費や、
　国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療給付の負担金などの社会保障関連経費が
　多く含まれます。

　また、「物にかかるコスト」については、本市では早くからまちづくりに取り組んで
　きたことから、事業用資産とインフラ資産を多く保有しているため、施設の運営費や
　減価償却費が多く含まれます。

・経常収益では、市税等や国・府支出金、国民健康保険料や介護保険料などの社会保険
　関連の収入が、全体の76.6％を占めています。
　なお、その他の収入には、公営企業会計の営業収益や使用料・手数料などが含まれて
　います。
　
・特別収支差額は、昨年度、特別利益として計上していた市内府営住宅の大阪府からの
　移管がなかったことなどにより▲180億円となっています。
　
・当年度収支差額は1,837億円となり、一般会計（758億円）と比べると増加してい
　ます。これは、連結する公営企業会計において、当年度損益が剰余（黒字）となって
　いることなどによるものです。
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○連結行政コスト計算書【経常収益・経常費用】（前年度との比較）

（単位：億円）

●経常収益
家屋の新増築等による固定資産税・都市計画税の増等による市税の増などにより、前年度

比723億円増の2兆8,867億円となりました。

●経常費用
障がい者自立支援給付費や教育・保育給付費の増による扶助費の増や、被保険者の増に

伴う後期高齢者医療給付費の増などにより、前年度比802億円増の2兆6,850億円と
なりました。

●経常収支差額
前年度比79億円減の2,017億円となりました。

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

経常収益 28,867 28,144 723 2.6%

市税 7,779 7,387 391 5.3%

交付金 2,817 2,905 ▲ 88 ▲ 3.0%

地方交付税 445 436 9 2.0%

国・府支出金 9,601 9,266 335 3.6%

その他 8,224 8,149 76 0.9%

経常費用 26,850 26,048 802 3.1%

給与関係費 3,686 3,640 47 1.3%

物件費 2,468 2,394 74 3.1%

減価償却費 2,257 2,289 ▲ 32 ▲ 1.4%

扶助費 5,679 5,495 184 3.3%

負担金・補助金・交付金等 10,023 9,673 350 3.6%

その他 2,737 2,558 179 7.0%

経常収支差額 2,017 2,096 ▲ 79 3.8%
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４　連結純資産変動計算書の概要

・純資産変動計算書は、一会計期間の純資産の変動を表すものです。

当年度末残高14兆464億円は、貸借対照表の純資産の額と一致します。

・純資産の前年度末残高は13兆9,086億円でしたが、当年度に1,379億円増加し、当年度

末残高は14兆464億円となりました。

・当年度変動額の1,379億円の内訳について、

 累積余剰は、行政コスト計算書における当年度収支差額の1,837億円に、その他変動額

▲119億円を含め、1,718億円増となっています。

評価・換算差額等には、有価証券の評価差額（取得原価と時価との差額）等を計上して

おり、前年度末よりも時価が下がったことなどにより、当年度変動額は▲339億円と

なっています。

【参考】市民１人あたりの資産等の状況について
資産等を市民１人あたりに換算すると、以下の図のようになります。

累積余剰 評価・換算差額等 合計

13兆8,240億円 845億円 13兆9,086億円

1,718億円 ▲339億円 1,379億円

当年度収支差額 1,837億円 0億円 1,837億円

その他変動額 ▲119億円 ▲339億円 ▲458億円

13兆9,958億円 506億円 14兆　464億円

自 平成31年4月1日　至 令和2年3月31日

前年度末残高

当年度変動額

区分

当年度末残高

資産 負債

165万円

純資産

514万円

679万円

経常費用 経常収益

98万円
106万円

資産 負債 経常費用 経常収益

令和元年度 678万9千円 165万1千円 98万2千円 105万6千円

平成30年度 687万6千円 175万6千円 95万9千円 103万6千円

増減額 ▲8万7千円 ▲10万5千円 2万3千円 2万0千円

※表中の金額は、各年度の3月末日現在の本市住民基本台帳人口(令和元年度:2,733,988人、

　平成30年度:2,716,400人)を用いて算定しています。
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令和元年度　連結対象団体等について

【連結対象範囲と連結方法】

会計・団体

一般会計

特別会計

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方公社

第三セクター等

第三セクター等が出資して
いる会社

【連結対象団体等】

区分 会計・団体名 連結割合（％）

一般会計 一般会計

食肉市場事業会計

駐車場事業会計

母子父子寡婦福祉貸付資金会計

国民健康保険事業会計

心身障害者扶養共済事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

中央卸売市場事業会計

港営事業会計

下水道事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

公債費会計 公債費会計

全部連結

連結方法

全部連結

全部連結

①大阪市が設立した地方独立行政法人
　・全部連結
　　（当該法人の連結対象である特定関連会社も対象）
②共同設立等の地方独立行政法人
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保している場合は
　　全部連結
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保している地方公共
　　団体が特定できない場合は、出資割合や活動実態などに応
　　じて比例連結

比例連結（規約において定められる負担割合に基づき連結）

①出資割合が50％超：全部連結
②出資割合が25％～50％：
　・財政的関与または人的関与があるなど業務運営に実質的に
　　主導的な立場を確保していると認められる場合には、全部
　　連結
　・業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認めら
　　れない場合には、出資割合・活動実態などに応じて、比例
　　連結
③出資割合が25％未満：損失補償を付しており、なおかつ財政
　的関与がある場合には、全部連結
④上記以外については、連結対象外

大阪市と出資元の第三セクター等の出資金を合算して、第三セ
クター等に準じて判断

準公営企業会計

公営企業会計

政令等特別会計

10



区分 会計・団体名 連結割合（％）

大阪広域環境施設組合 86.0

淀川右岸水防事務組合 78.1

淀川左岸水防事務組合 84.2

大和川右岸水防事務組合 78.4

関西広域連合 3.5

大阪府後期高齢者医療広域連合 28.1

（公大）大阪 58.2

（地独）大阪産業技術研究所 33.5

（地独）大阪市博物館機構 100.0

（地独）大阪市民病院機構 100.0

（地独）大阪健康安全基盤研究所 67.6

地方公社 大阪市住宅供給公社 100.0

大阪シティバス（株） 100.0

（株）大阪メトロサービス 100.0

大阪地下街（株） 100.0

大阪市高速電気軌道（株） 100.0

（株）ドーチカ 100.0

（株）大阪城ホール 100.0

（株）大阪市開発公社 100.0

アジア太平洋トレードセンター（株） 100.0

（一財）大阪市文化財協会 100.0

（公財）大阪国際交流センター 100.0

大阪市商業振興企画（株） 40.0

（株）大阪鶴見フラワーセンター 25.6

（公財）大阪府暴力追放推進センター 38.8

（一財）アジア・太平洋人権情報センター 28.5

（株）湊町開発センター 100.0

大阪外環状鉄道（株） 28.9

西大阪高速鉄道（株） 33.3

中之島高速鉄道（株） 33.3

（社福）大阪社会医療センター 100.0

（公財）大阪市救急医療事業団 100.0

大阪市街地開発（株） 100.0

クリスタ長堀（株） 100.0

クリアウォーターOSAKA（株） 100.0

大阪港埠頭（株） 100.0

（株）大阪港トランスポートシステム 100.0

阪神国際港湾（株） 30.8

大阪港埠頭ターミナル（株） 100.0

大阪港木材倉庫（株） 100.0

（株）大阪水道総合サービス 100.0

（公財）大阪国際平和センター 50.0

広域連合

第三セクター等

一部事務組合

地方独立行政法人
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